
官公庁とは、国と地方公共団体の役所を指し、中央省庁や裁判所、国会、日本銀行なども含む。公社とは、公益社団法人や公益財団法人など、私的な利益を追求するのではなく、公的
な利益や社会のために存在している企業または団体。公社は、公的な業務を手がけながらも、組織としては企業の形式を取っていることが多く、今後は民営化される可能性もある。

官公庁・団体

この業界MAPは、各業界(大分類)がどのようにつながり合っているのか、その概略を示したものです。各業界の説明や
吹き出しのコメントは、スペースの関係上、ごく一部の主要部分だけを記しています。興味のある業界・分野に関しては、
個別にさらなる詳細を研究してください。
※記載の企業・団体（法人格省略）は、2026年5月・6月開催「市大生のための夏のインターンシップ&企業研究フェア」
　の出展企業です。

金融
メガバンク、地方銀行、信託銀行、信用金庫、政府系銀
行などの「銀行」、株式売買を仲介する「証券」、生命保
険、損害保険、医療系保険などの「保険」にかかわる企
業群で構成されている。各業界ともにIT化が進み、
ネット専業の営業形態やモバイル決済に代表される
「フィンテック」と呼ばれる新たな金融サービスが誕生
している。

情報（通信・マスコミ）
通信は、固定電話やPCにおける「固定通信」、スマートフォンなどの「移動体
通信」、インターネット接続サービスを提供する「ISP（インターネットサー
ビスプロバイダー）」など、消費者（個人・企業）に情報インフラを提供する
企業群で構成される。マスコミは、テレビ局、新聞社、出版社等、消費者に向
けて情報発信することで利益を得る企業群で構成される。

運輸・倉庫
運輸は「人やモノ」を、陸運（鉄道・トラック等）・海運(貨物船)・
空運(飛行機)のいずれかの手段を使って運ぶ運送・物流にか
かわる企業群。倉庫は、物流の過程でモノの保管機能を担う
企業群。
物流業界ではモノをITで管理するIoTの導入が進んでおり、
IoTによる原料調達から生産・販売までのトータルな物流管
理システムを「ロジスティックス」と呼ぶ。

流通
百貨店、スーパー、コンビニなど各種商品を消費者に販売する「小売業」を担う企業群と、メー
カーと小売業の仲介役として小売業に商品の卸を行う「卸業」を担う企業群で構成される。近年、
インターネットとスマートフォンの普及拡大により、小売業においては通信販売業が大きく躍進
し、実店舗を所有しないビジネス形態を展開する小売業者も増えている。

エネルギー
インフラの提供で
企業活動を支援

企業ニーズに
合った商材を提供して
サービス支援

業界 MAP

ニーズに合った
運送手段の提供で
サービス支援

商社
製造業ほか、幅広い産業に対し、原材料、加工品、サービスなどのあらゆる商材を国
内外から調達するトレーディング事業を展開し、ビジネスの仲介役を担う。また、事業
投資なども展開する。商社の分類には、穀物、機器、ファイナンスなどあらゆる分野
を手がける「総合商社」と、医療、鉄鋼、食品など特定の分野に絞って取引を手がけ
る「専門商社」がある。

IT・情報処理
時代のニーズにあった機能や役割をもつさまざまなソフトウェアの開発提供を行う「ソフトウェア
系」、企業ごとのニーズに即した情報システムの構築・運用などを手がける「情報処理系」などの他
に、Webサイトや携帯端末上で利用される各種のサービスを開発提供する「コンテンツ系」など、
幅広い企業群で構成されている。

メーカー
消費者（一般消費者や企業）に「モノ（製品）」を生産・提供する企業群（製造業）。製造業は日本のGDP
（国内総生産）の2割を占める基幹産業。完成製品ごとに、自動車、鉄鋼、精密機械、食品、アパレルなど
の各メーカー群に分かれる。さらに各群においての役割・機能・製品により、「素材」「加工・組立」「自社
生産・加工」の3つのメーカーに分類される。

エネルギー
電力、ガスなど、家庭・企業の日常生活に必要なエネルギーと設備システムを提供する企業群。電力事業では、電力小売りの自由化により、携帯電話会社や
ガス会社、総合商社などさまざまな企業が小売電気事業者として参入。また、太陽光、バイオマス、風力、地熱、中小水力の５種類のエネルギーを対象にし
た買い取り制度を活用したビジネスも展開されている。

サービス
教育、福祉、旅行、ホテル、レジャー、外食などの
分野において、消費者(個人・企業)をターゲット
として商品やサービスを提供する企業群。
「刻々と変化する消費者ニーズを的確につかみ、
対応した商品・サービスを提供すること」が求め
られるため、ITを活用したマーケティング（購買
データの収集や分析、ターゲット層へ向けた告
知展開等）に力を入れる。

金融サービスの
提供により成長を
サポート

各業界の健全な成長を
見守り必要な施策を実行

クラウドにも
期待！

新技術でさまざまな
サービスが登場！

IoTとAIに技術革新の
波が押し寄せている

医療・福祉
医療業界は、医療機器メーカー、医療用素材メーカー、検査等をサ
ポートする企業、人材を支援する企業等多岐にわたる。関連機器の
IT化によりIT人材ニーズが高まっている。福祉施設は、高齢者や障
がい者など支援を必要としている人にさまざまな形でサービスを
提供する。特に高齢者向け施設では、高齢化社会の本格化にともな
い人材ニーズが高まっている。

専門・技術サービス業
専門的な工程もしくは業務を請け負
う企業、各種エンジニアリング部門を
請け負う企業等、それぞれの企業が
有する専門性に特化したサービスを
提供する企業群。

情報処理・ソフトウエア

インフォコム（日鉄ソリューションズグループ）/内田洋行/エクサ/QUICK
（日本経済新聞社グループ）/Ｓｋｙ/ＴＫＣ/電通総研テクノロジー

人材紹介・人材派遣

パソナグループ

商材運送の
効率的なシステムの
提供で事業支援

商社（総合）

鈴与商事/三谷産業/三谷商事

商社（ファッション関連）

帝人フロンティア

その他商社

東テク
商社（水産・食品）

ゼンショーホールディングス

百貨店

髙島屋

電子・電機

ヒロセ電機
素材・化学

関西ペイント

医薬品・医療関連・化粧品

佐藤製薬
水産・食品

タカナシ乳業/ニップン

調査・コンサルタント

コングレ

銀行

ゆうちょ銀行
商社はモノを仕入れる
だけではなく、企業を
トータルサポート

運輸

宇徳/
東日本旅客鉄道（JR東日本）

GDPの2割を占める
基幹産業！

電力小売りの自由化により、
さまざまな企業が参入

その他サービス

ＡＬＳＯＫ

運輸・倉庫業界は
国内大市場のひとつ

エネルギー

みなとみらい二十一熱供給

印刷・パッケージ

プロネクサス

医療・福祉施設

新日本科学PPD/社会医療法人財団石心会/タムスグループ

ゴム・ガラス・セメント・セラミックス

吉野石膏

建設・住宅・不動産

ウィル/鹿島建設/清水建設

機械・プラントエンジニアリング

NTN/三菱重工環境・化学
エンジニアリング

通信関連

オービック/J:COM

証券・投信・投資顧問

極東証券

リース・レンタル

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス

その他金融

日本銀行
精密機器・医療用機器

イシダ/グラフテック/
タカラベルモント


